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＜＜＜ 今週の目次 ＞＞＞ 

【１】注目のニュース 

【２】新着セミナー・イベントのご案内 

【３】株式市場 

【４】先物・オプション市場 

【５】その他 

      ※本号では、証券取引等監視委員会からの寄稿を掲載しています。 
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※ 以下については、証券取引等監視委員会のウェブサイト掲載にあたり、上記 

目次【５】その他 ◆証券取引等監視委員会からの寄稿 No.225 を抜粋しております。 
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【５】その他 
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◆証券取引等監視委員会からの寄稿 No.225 

1. ニュース証券株式会社に対する検査結果に基づく勧告について 

証券取引等監視委員会（以下「証券監視委」といいます。）は、令和元年 11 月 26 日、金融庁に

対して、ニュース証券株式会社（以下「当社」といいます。）に行政処分を行うよう勧告いたし

ました。 

https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c_2019/2019/20191126-1.htm

【事案の概要】 

当社営業員らは、金融商品取引業等の登録がない社外の複数の知人らに有価証券の取得勧誘を

依頼し、この結果、依頼を受けた知人が取得勧誘を行い、顧客に有価証券を購入させました。

さらに、これらの状況を隠蔽するため、かねて取得勧誘を依頼していた知人に対し、当局の質

問には詳しい商品説明はしていない旨答えるよう依頼するなど、正常な検査の進行を妨げる検

査忌避を行いました。 

当社は、同営業員らによる営業活動を同人ら任せにしており、経営管理態勢及び内部管理態勢

が杜撰なものと認められました。 

このように、投資家保護上問題のある行為に対しては、今後も厳正に対処していきます。 



なお、当社に対しては、令和元年 12月 4日に、関東財務局長から３か月の業務停止命令及び業

務改善命令の行政処分が行われています。 

http://kantou.mof.go.jp/rizai/pagekthp032000887.html

2.堀田勝己（トレードマスターラボ）に対する検査結果に基づく勧告について 

証券監視委は、令和元年 12 月 6 日、金融庁に対して、堀田勝己（トレードマスターラボ）（以

下「当者」といいます。）に行政処分を行うよう勧告いたしました。 

https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c_2019/2019/20191206-3.htm

【事案の概要等】 

○無登録業者に対する名義貸し 

当者は、以下のとおり、当者の名義をもって、金融商品取引業の登録のない者に投資助言・代

理業を行わせました。 

・当者は、株式会社サン（以下「サン社」といいます。）との間で投資助言の提供に係る契約を

締結し、少なくとも 69名の顧客に対し、サン社から提供された投資助言の内容をそのまま貼り

付けて、当者名義にて電子メールで配信するなど、当者の名義をもって、サン社に投資助言・

代理業を行わせました。 

なお、サン社は、デルタインベストメント株式会社に対する行政処分勧告において、同社の名

義を使用して投資助言行為を行ったと認定されている者です。 

https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c_2018/2018/20181030-1.htm

・当者は、少なくとも７者（以下「プログラム提供者」といいます。）との間で投資判断に係る

プログラム等の提供を受けるための契約を締結し、プログラム提供者が、少なくとも 169 名の

顧客に対し、当者を介さずに、投資助言を当者名義にて電子メールで配信するなど、当者の名

義をもって、プログラム提供者に投資助言・代理業を行わせました。 

このように、投資家保護上問題のある行為に対しては、今後も厳正に対処していきます。 

なお、当者に対しては、令和元年 12月 13 日に、近畿財務局長から１か月の業務停止命令及び

業務改善命令の行政処分が行われています。 

http://kinki.mof.go.jp/file/rizai/pagekinkihp027000170.html

3.最近の取引調査に基づく勧告について 

証券監視委は、取引調査の結果に基づいて、以下の事案について課徴金納付命令勧告を行いま

した。 



・R1.12.6 株式会社日本ハウスホールディングス社員による内部者取引違反行為 

https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c_2019/2019/20191206-1.htm

・R1.12.10 公開買付者の役員からの情報受領者が所属する会社の他の役員による朝日工業株

式会社株式に係る内部者取引違反 

https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c_2019/2019/20191210-1.htm

----------------------------------------------------------------------------------- 

（○）株式会社日本ハウスホールディングス社員による内部者取引に対する課徴金納付命令の

勧告について 

【事案の概要】 

本件は、株式会社日本ハウスホールディングス（以下「日本ハウス」といいます。）の社員２名

（課徴金納付命令対象者）が、その職務に関し、日本ハウスのマンション事業部が値引き販売

を隠蔽し、売上高を過大に計上していたことが判明した旨の同社の運営、業務または財産に関

する重要な事実であって投資者の投資判断に著しい影響を及ぼす事実（以下「本件事実」とい

います。）を知りながら、本件事実が公表される前に同社株式を売り付けたものです（インサイ

ダー取引違反）。 

【事案の特色等】 

本件は、いわゆるバスケット条項（金融商品取引法（以下「金商法」といいます。）第 166 条第

2項第 4号）を適用した課徴金勧告事案ですが、同条項を適用した事案はこれまで 12 件ありま

す（本件が 13件目です）。 

また、決算等の財務に関する数値等を原因とするバスケット条項を適用した課徴金勧告事案と

しては、本件が 3件目となります。 

（注）13 件以外に、上場会社等の子会社のバスケット条項（金商法第 166 条第 2項第 8号）を

適用した勧告事案も 1件あります。 

上場会社等の重要事実については、金商法第 166 条第 2項第 1号から第 3号において個別具体

的に定められていますが、複雑多岐にわたる経済活動を遂行している企業のインサイダー情報

を予め網羅的に規定することは困難であることから、それ以外の「上場会社等の運営、業務又

は財産に関する重要な事実であって投資者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの」を重要事実

として同項 4号（いわゆるバスケット条項）に規定したものです。  

上場会社において、日々の経営や業務遂行において生じる様々な事象が、金商法における重要

事実として、こうしたバスケット条項に直ちに該当するか否かを、適時、的確に判断すること

は、必ずしも容易ではないと思われますが、例えば、バスケット条項を適用した過去の勧告事

案については、令和元年 6月 20 日公表の「金融商品取引法における課徴金事例集～不公正取引



編～」104頁に掲載されていますので、参考にしてください。 

https://www.fsa.go.jp/sesc/jirei/torichou/20190620.htm

本件が広く周知されることにより、インサイダー取引の抑止効果が発揮されることを期待して

います。 

---------------------------------------------------------------------------------- 

（○）公開買付者の役員からの情報受領者が所属する会社の他の役員による朝日工業株式会社

株式に係る内部者取引に対する課徴金納付命令の勧告について 

【事案の概要】 

本件は、合同製鐵株式会社（以下「合同製鐵」といいます。）が平成 30年 8 月 6日に公表し

た、朝日工業株式会社（以下「朝日工業」といいます。）の株式に対する公開買付けの実施に関

するインサイダー取引です。 

 本件の課徴金納付命令対象者（以下「対象者」といいます。)は、合同製鐵の取引先会社の役

員です。対象者は、対象者と同じ会社の役員が職務上、合同製鐵の役員から伝達された合同製

鐵の業務執行を決定する機関が、朝日工業株式の公開買付けを行うことの決定をした旨の本件

事実（重要事実）を、その職務に関して知りながら、その公表前に朝日工業株式を買い付けた

ものです（インサイダー取引違反）。 

【事案の特色等】 

本件は、これまでも数多く勧告事例のある「公開買付け等事実」に基づくインサイダー取引で

す。 

公開買付け等事実によるインサイダー取引件数の推移については、令和元年 6月 20 日公表の

「金融商品取引法における課徴金事例集～不公正取引編～」10 頁、16頁に掲載されていますの

で、ご覧下さい。 

https://www.fsa.go.jp/sesc/jirei/torichou/20190620.htm

公開買付けについては、再三お伝えしているように、当事者である買付企業や買付対象会社の

みならず、コンサルティング会社や金融機関など多くの関係者が関与すること、また、当事者

間での検討開始から最終的な合意・公表までに相当な時間を要することから、他の重要事実に

比べてインサイダー取引が行われやすいとの指摘があります。繰り返しになりますが、公開買

付けに関わる全ての関係者において厳正な情報管理に努めることが強く求められていると言え

ます。 

本件が広く周知されることにより、インサイダー取引の抑止効果が発揮されることを期待して

います。 

-------------------------------------------------------------------------------- 



■証券取引等監視委員会ウェブサイト 

https://www.fsa.go.jp/sesc/index.htm

■証券取引等監視委員会 Twitter 

https://twitter.com/SESC_JAPAN

■市場へのメッセージ 

https://www.fsa.go.jp/sesc/message/index.htm


